
 

 平成 23年 8月 29日 

各 位 

 

会 社 名  ＪＸホールディングス株式会社 

代表者名   代表取締役社長  高萩 光紀 

ｺｰﾄﾞ番号  ５０２０ 東・大・名証第１部 

問合せ先  財務ＩＲ部ＩＲｸﾞﾙｰﾌﾟﾏﾈｰｼﾞｬ  ー

山本 真義 

（電話番号  03-6275-5009) 

 

ＪＸグループのエンジニアリング事業の統合について 

 

ＪＸグループは、平成 22 年 4 月の発足以降、統合効果を最大化するため、グループ内共通

事業の一元化・効率化を進めております。 

このうち、エンジニアリング事業につきまして、当社（以下「ＪＸＨＤ」という。）は、    

株式会社ＮＩＰＰＯ（社長：水島和紀。当社 56.85％出資子会社。以下「ＮＩＰＰＯ」という。）

および日陽エンジニアリング株式会社（社長：古山富夫。当社 100％出資子会社。以下「日陽

エンジ」という。）との三社で、統合・再編案を検討してまいりましたが、本日、ＮＩＰＰＯ

のプラントエンジニアリング部門であるエネルギー事業本部と日陽エンジを統合することに

合意し、その基本合意書を締結しましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

なお、本件につきましては添付のとおり、ＮＩＰＰＯからも開示されておりますので、ご参

照ください。 

 

記 

 

１．統合の目的・概要 

ＪＸグループのエンジニアリング事業にかかる経営資源を結集し、同事業の競争力を強

化するとともに、効率的かつ機動的な経営体制を構築するため、ＮＩＰＰＯのエネルギー

事業本部と日陽エンジを統合し、新たなエンジニアリング会社（以下「統合会社」という。）

に再編する。 

 

２．統合方法・統合後の体制 

① 平成 24 年 4 月 1 日を効力発生日とする吸収分割により、ＮＩＰＰＯがエネルギー事

業本部を分割し、日陽エンジに承継する。 

② 統合会社の株式の一部をＮＩＰＰＯが取得・保有することにより、ＪＸＨＤおよび  

ＮＩＰＰＯが統合会社の株主となる。 

③ 統合会社の商号、本店所在地、代表者、ＪＸＨＤおよびＮＩＰＰＯの出資比率等の重

要事項については、今後決定する。 

④ 統合会社は、エネルギー・石油開発・金属などの各分野にわたるＪＸグループ全体の

エンジニアリング会社として、グループ各社からの設備関連工事および業務受託を効

率的に遂行することにより、グループに貢献するとともに、ＪＸグループ外の工事に



ついても、新規顧客の獲得、受注増加により、経営基盤の強化に努める。 

 

⑤ ＮＩＰＰＯは、従来から同社のエネルギー事業本部以外の部門が実施しているＳＳ建

設、土壌浄化、新エネルギー事業等の施工を、引き続き実施する。統合会社は、同分

野において、ＮＩＰＰＯとの連携を図るとともに、土木建築分野等の工事においても

密接な関係を構築し、両社のさらなる事業の拡大・発展を実現する。 

 

 

以 上 

 

添付資料：株式会社ＮＩＰＰＯ 

「当社エネルギー事業の会社分割によるＪＸグループのエンジニアリング会社への事

業移管および同社株式の一部取得に関するお知らせ」 
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平成 23 年 8 月 29 日 
各  位 

会 社 名   株式会社 ＮＩＰＰＯ       
代表者名   代表取締役社長 水島和紀 
（コード番号 1881 東証第一部）      
問合せ先   企画部長 橋本祐司       

                                                     TEL（03）3563－6741    
 

当社エネルギー事業の会社分割による 

ＪＸグループのエンジニアリング会社への事業移管 

および同社株式の一部取得に関するお知らせ 

 
 当社は、本日開催の取締役会において、当社のプラントエンジニアリング部門であるエネルギー事

業本部の事業を会社分割し、ＪＸグループのエンジニアリング会社に同事業を移管すること、および

同社株式の一部を取得することに関して、ＪＸホールディングス株式会社（以下、「ＪＸＨＤ」という。）

および日陽エンジニアリング株式会社（以下、「日陽エンジ」という。）と基本合意書を締結すること

を決議しましたので、下記の通りお知らせいたします。 
 なお、本日以降、締結した基本合意書に基づき、分割対価・同算定根拠、当社出資比率等の細目事

項について協議を進めてまいりますが、その合意内容は、本年 12 月に予定している吸収分割契約の締

結時に、あらためてお知らせいたします 
 

記 
１．実施概要と目的 
 
(１) ＪＸグループのエンジニアリング事業の統合 
  当社は、ＪＸＨＤのグループ会社です。ＪＸグループでは、平成 22 年 4 月の発足以降、グループ

内の共通事業の一元化・効率化を進めるとの方針に基づき、エンジニアリング事業の再編に関して、

ＪＸＨＤと同事業を担う当社および日陽エンジの三社で検討してきましたが、今般、当社のエネル

ギー事業本部と日陽エンジの事業を統合し、新生のエンジニアリング会社（以下、「統合会社」とい

う。）として再編することで合意したものです。 
統合会社は、エネルギー・石油開発・金属などの各分野にわたるＪＸグループ全体のエンジニア

リング会社として、グループ各社からの設備関連工事および業務受託等を中心に、事業を展開する

ことになります。 
 
(２) 会社分割・事業移管と統合会社の株式取得 
 統合会社は、当社がエネルギー事業本部の事業を会社分割し、同事業を日陽エンジに移管(承継)
のうえ、同社の商号を変更して、新生のエンジニアリング会社として発足します。 
当社は、統合会社の発足にあたり、同社の株式の一部を取得します。当社の出資比率は、今後、

検討のうえ決定しますが、ＪＸＨＤおよび当社が統合会社の株主となります。 
  
(３) 統合会社との連携による事業拡大 
  当社は、統合会社の株主として、同社の効率的な経営体制構築と競争力強化による企業価値の向

上に努めるとともに、ＪＸグループ全体のエンジニアリング会社となる同社との密接な連携関係を

構築して、当社の舗装土木工事、建築工事、土壌浄化等の受注拡大を図ります。 
  

２．統合方法 
  平成 24 年 4 月 1 日（予定）を効力発生日とする吸収分割により、当社がエネルギー事業本部の事
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業を分割し、日陽エンジに同事業を承継する方法とします。 
  なお、本件は簡易分割に該当するため、当社では株主総会への付議は行いません。 
 
３．スケジュール（予定） 
  平成 23 年 8 月 29 日       基本合意書締結、統合協議開始 
  平成 23 年 12 月下旬（予定）    吸収分割契約締結 
  平成 24 年 4 月 1 日（予定）   統合会社発足（吸収分割の効力発生） 
 
４．分割当事会社の概要（平成 23 年 3 月 31 日現在） 
 

株式会社 ＮＩＰＰＯ 

(1) 名称 
全  体 

エネルギー事業本部

（分 割 事 業） 

日陽エンジニアリング 

株式会社 

（承 継 会 社） 

(2) 本店所在地  東京都中央区京橋 1-19-11 埼玉県戸田市新曽南 3-17-35 

(3) 代表者  代表取締役社長 水島和紀 代表取締役社長 古山富夫 

(4) 設立年月日  昭和 9年 2 月 2日  昭和 42 年 12 月 1 日 

(5) 資本金  15,324 百万円  300 百万円 

(6)発行済株式総数  119,401,836 株  604,200 株 

(7)主要株主、持株比率  ＪＸホールディングス  56.85％   ＪＸホールディングス 100％

(8) 総資産  364,336 百万円（連結）  22,265 百万円 

(9) 純資産  176,981 百万円（連結）  16,283 百万円 

(10)１株当たり純資産  1,458 円 80 銭（連結）  26,949 円 95 銭 

(11) 事業内容 

建設業（舗装土木・建築等） 

建設資材製造販売 

不動産開発 等 

ＪＸ日鉱日石エネルギー

の設備を中心とする設

計、新設・改造 等 

建設工事・保全工事の設計、施

工、工事監理 等 

(12) 売上高  374,840 百万円（連結）  9,911 百万円  25,506 百万円 

(13) 経常利益   15,494 百万円（連結）    1,575 百万円 

(14) 当期純利益    7,669 百万円（連結）    1,009 百万円 

(15)１株当たり当期純利益   64 円 37 銭（連結）   1,671 円 26 銭 

 ①資本関係： なし      ②人的関係： なし 
(16) 当事会社の関係 

 ③取引関係：（当社受注）42 百万円   （当社発注）2百万円 

(17) 従業員数  3,793 名（連結） 300 名  402 名 

 
[参考] 当社のエネルギー事業 

当社は、舗装土木工事およびアスファルト合材製品販売等の舗装分野の事業を中核にして、建築

工事、不動産開発、土壌浄化等の事業ならびにエネルギー事業の各分野へ展開しています。 
  この中で、エネルギー事業は、ＪＸグループのプラントエンジニアリング部門として、石油精製

装置や付帯設備の設計・建設等を担っています。同事業は、平成 15 年 10 月に、新日本石油株式会

社の 100%子会社であった新日石エンジニアリング株式会社の工事・エンジニアリング部門を会社分

割により当社が承継したものです。また、同事業を所管する組織として、エネルギー事業本部を設

置しています。 
 
 

以上


